
2026.4.9                  №208                      P1 

 

Mail:ossnpksk@gmail.com Homepage:http://osakasompo.perma.jp/検索：大阪損保革新懇 

 

大阪損保革新懇ニュース 
大阪損保革新懇事務局 

大阪市中央区瓦町 1-7-1 

エスペランサ瓦町ビル 4階 

06－6232－1095 

 

【講演要旨】 

立命館大学教授 中本 悟さん 
はじめに：混迷する世界経済と「無秩序」の到来 

 これまで世界経済の

潮流は「ハイパー・グ

ローバリゼーション」

と呼ばれ、国境を越え

た経済活動の深化が世

界各国の結びつきを強

め、紛争を抑止すると

信じられてきました。

しかし、現在の世界経

済はその期待から反転

し、大国間の対立が激

化する「無秩序」な状

態に陥っています。  

  

1 現代経済を見る眼：国家と資本の「不即不離」 

 現代経済を語る際、「グローバル企業や金融資

本が国家の枠を超えて自由に動いている」という

見方が一般的ですが、これは正確ではありません。

経済活動は常に「国家」に媒介されています。

1990 年代から 2000 年代にかけて「経済は国家

から離れた」と言われましたが、実際には政府の

政策（外資誘致や海外進出支援など）を通じてグ

ローバル化が進められてきたのです。政治経済学

の観点からは、国家と資本は「不即不離（切り離

せない関係）」にあります。 

 よく「大きな政府は市場を阻害し、小さな政府

が民間を活性化する」という議論がなされますが、

これも間違いです。自由な取引や投資を行うため

には、商法などの法的枠組みや規制が不可欠であ

り、市場が拡大するほど、それを支える高度なル

ール（政府の役割）が必要になります。国際経済

においても WTO や国連といった機関が不完全な

がらも安定を担ってきました。 

  

 

現在、日本の半導体産業への巨額補助金や、日

米政府間の合意に基づく対米投資に見られるよう

に、民間企業は政府の政策誘導と密接に連動して

動いているのが実態です。  

 

2 経済力集中と「新しい独占」の正体 

 現代アメリカ経済、ひいては世界経済における

最大の懸念事項の一つが、異常なまでの「経済力

集中の高まり」です。1980 年代以降、シカゴ学

派の影響を受けた新自由主義が台頭し、独占禁止

法（反トラスト法）の解釈が極めて緩くなりまし

た。彼らの論理は「価格が上がらず、消費者の利

益が損なわれなければ、企業の規模がどれほど巨

大化しても問題ない」というものです。 

その結果、あらゆる業界での寡占化がさらに進

み、上位数社が市場を支配しています。例えば、

多様なブランドがあるように見えるソフトドリン

クも、親会社を辿れば数社に集約されます。トッ

プメーカーはコカ・コーラ、次いでペプシコ、ド

クターペッパーを生産するキューリグ・ドクター、

これら上位 3 社が 93％を支配しています。ビー

ルは４社で 79％、コーヒーは４社で 68％です。 

最近のインフレは、需給が逼迫した隙に独占企

業が一気に価格を釣り上げ、その後も価格を下げ

ないという「独占の弊害」があります。 

また GAFAM－Google（Alphabet）、Apple、

Facebook（Meta）、Amazon、Microsoft に代

表される巨大プラットフォーム企業と称される IT

サービス業は、誕生してから 2-30 年ですが、ネ

ットワーク効果―SNS や検索エンジンのように、

利用者が増えるほど利便性が高まるーのため、構

造的に独占が起きやすくなります。 

これらは新しい産業における独占ですが、この

分野でも「消費者利益」があるということで、独

占化は規制されないのです。 

 

3月 18日、立命館大学教授・中本悟さんを招き、学習会を開催し、44名が参加しました。 

中本さんは、アメリカは異常なまでの独占の高まりと金融の肥大化で貧富の格差拡大を招いている。

特にトランプ政権（第二次）下のアメリカは、選挙公約で掲げた「即座のインフレ収束」や「ウクライ

ナ戦争の終結」を実現できず、実態としては紛争の泥沼化と物価の高止まりが続いていると指摘。 

「国家と資本の関係」「市場の独占」「金融化の弊害」「米中対立と経済安全保障」といった視点から

アメリカ経済・社会の本質を紐解きました。 

 

 

 

中本さんは、 

アメリカ経済・社会の現状と
トランプ政権の横暴 
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3 金融肥大化（金融化）と格差の拡大 

 実体経済と比較して、金融部門（FIRE：ファイ

ナンス、インシュアランス、リアルエステート）が

異常に膨れ上がる「金融化」が深刻化しています。 

 アメリカでは FIRE 部門が最大の政治資金の献金

者となっており、10 年以上の歳月をかけて自分た

ちに有利な法整備（金融自由化）を主導してきま

した。また 金融業界では「証券化」といわれる金

融技術が発展し、多様な債券商品が創成され、金

融市場は巨大になりました。そして金融資産を運

用する国際的な金融資産運用会社が登場しました。

ブラックロック、バンガード、ステート・ストリ

ートといった巨大資産運用会社が、競合するはず

の同業他社（例：航空大手各社）の上位の大株主

となっています。上位株主が同じであれば企業間

に価格競争を促すインセンティブは働かず、その

結果、航空運賃は高価格が維持される構造が生ま

れています。ほかの業界でも同じです。このよう

に巨大資産運用会社の独占企業への投資は、金融

面から独占体制と株主資本主義を支えているとい

えるでしょう。 

またこの金融化は、深刻な格差をもたらしまし

た。最大 500 社（S&P500）の CEO 報酬の異

常な高騰―1980 年に従業員の 42 倍だった CEO

報酬は、現在では 280 倍、ピーク時には 500 倍

に達しています。 

この報酬には株

式報酬が多く、

株価資本主義の

モチベーション

となっています。

そして株価上昇によるキャピタルゲイン（不労所

得）は、さらに資産格差を拡大するというサイク

ルになります。一方で労働者は、産業の空洞化や

技能格差、中国との競争（チャイナショック）に

より、賃金が停滞し、取り残されています。  

 

4 米中対立と「経済の武器化」 

 かつてアメリカは「中国を国際貿易体制に組み

込めば民主化する」という考えにより、中国を封

じ込めるのではなく、国際貿易体制に組み込むよ

うに「関与政策をとってきましたが、第１次トラ

ンプ政権以降、それは大きく変わりました。バイ

デン政権もトランプ氏の路線を引き継ぎ、中国を

「国際秩序を作り替える意図と力を持つ唯一の競

争相手」と定義しました。このように中国をアメ

リカの覇権を脅かす存在とみなす対中政策は、い

まではアメリカ国内で党派を超えた一致を見てい

ます。 

 このようななかで現在、経済は「武器化」して

います。たとえば、アメリカは半導体製造装置な

どの輸出制限を行い、日本にも同調を求めていま

す。対する中国もレアアースの輸出制限などで応

酬しています。また、経済安全保障の名の下に、

戦略物資の国産化が進められ、多額の補助金によ

る企業誘導が行われています。  

 

5 トランプ政権の横暴と国際ルールの崩壊 

トランプ氏の手法は、戦後の国際経済秩序を根

底から破壊するものです。  

第 1 に「最恵国待遇」の破棄です。特定の国

（中国など）にだけ高い関税を課す手法は、

GATT 以来の「無差別原則（最恵国待遇）」に明

白に違反しています。トランプ政権は WTO の紛

争処理のための委員を送らず、紛争処理のプロセ

スを停止させ、自身の違法行為を裁かせない状態

を作り出しました。  

 第 2 に国内法違反です。アメリカの憲法の規定

「代表なくして課税なし」（課税は国民の代表で

ある議会が決める）の原則に反し、議会の承認な

しに関税を引き上げた行為はアメリカ最高裁で違

憲判決を受けています。  

 トランプ氏は「関税によって製造業と雇用を取

り戻す」と主張しましたが、１年たっても製造業

の雇用はむしろ減少しています。関税は結局、輸

入コストの上昇として自国の中小企業や消費者に

跳ね返っているのが現状です。  

 

結び：無法な世界にどう立ち向かうか 

 現代は、大国だけが発言力を持ち、既存の国際

秩序が壊れた「無法な世界」になりつつあります。

この中で我々はどう動くべきでしょうか。  

①「学習する社会」の育成 

 ノーベル賞経済学者のスティグリッツが提唱す

るように、我々には「学習する社会」を築くこと

が求められています。溢れる嘘やプロパガンダを

見抜き、主体的に意見を発信するための知性こそ

が、草の根から社会を支える力となります。  

② ミドルパワーの連携と平和憲法の輸出 

 カナダのように、大国の横で翻弄される中堅国

（ミドルパワー）同士が連携し、新しい秩序を模

索する必要があります。日本においては、安保体

制と鋭く対立する「平和憲法体制」こそが、独自

の外交的武器になり得ます。農産物の輸出も重要

ですが、今こそ「平和憲法の理念」を世界に輸出

するような、独自の平和外交が求められているの

ではないでしょうか。              ＜文責;事務局＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（講演後の懇親会） 


